
















































































































































了後の2017年 5 月26日に参議院で可決成立し、 6 月 2 日に公布された――コメ
ンテーター注）、従来の瑕疵担保責任の考え方に代わって契約の目的物が契約
の内容に適合しているか否かが重視されており、仮に、それに不適合な物を給
付した場合には契約不適合責任を負うものとされている（改正民法562条以下
を参照）。すなわち、契約内容の適合性が問われるわけであるから、ここで
は、当事者間での合意内容が尊重されることになろう。その意味では、教授の
提言は、日本における今後の議論の方向性にも影響を与えるものであるといえ
よう。
　もっとも、通常、契約の対象となるものが、そのものと同様のものが有する
最低限の性質を有していないと、そもそも合意内容云々というのは問題とはな
らないのではなかろうか。そう考えると、合意を超えて最低限保証される品質
を定めなければならないのではないか。
　また、合意が提供者の認識と同意に左右されることになるとすると、品質保
証の内容が不安定になるようにも思われるが、この点はどうか。
　さらに、教授は、指令提案が瑕疵のないことの責任をその提供者に全面的に
課していると指摘する。この点については、事実上の無過失責任と考えてもよ
いのであろうか。
　以上の点について、それぞれご教示を賜りたい。
5 ．デジタルコンテンツの不履行等があった場合の法的救済
　最後に、教授は、デジタルコンテンツの不履行等があった場合の法的救済手
段としては、追完、原状回復、代金減額、契約終了を想定している。
　すでに 4 で述べた民法改正案（改正民法562条以下――コメンテーター注）
においても、引き渡された目的物が契約不適合である場合に追完や代金減額を
認める規定が新設されることになっている。その意味では、この論点について
も、現段階における日本の立法の方向性と親和的である。
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　もっとも、そのような法的救済手段の具体的な内容が気にかかる。第 2 日目
のテーマにも関連するところではあるが、上記の各救済のあり方は、有償契約
の場合にはイメージしやすいものの、無償契約の場合には逆にイメージがしに
くい。例えば、無償契約では、そもそも対価性のある給付がなされない以上、
どこまで追完や原状回復をする義務があるのか、また、代金減額という場面が
想定されるのか、契約終了にあたって損害賠償請求ができるのか（できるとし
てどのような損害について賠償請求できるのか）といった問題が生じるのでは
ないか。
　本報告ではデジタルコンテンツ契約は無償契約であるというのが前提となっ
ているので、この点を明らかにすることが必要になるように思われるが、考え
をお聞かせ願いたい。
6 ．終わりに
　教授は、本報告において、デジタルコンテンツ契約の民事法上の問題とい
う、日本では必ずしも十分に議論が展開されていない新たな問題につき、たい
へん挑戦的で非常に示唆に富む議論を展開された。その中で、EU における議
論状況を学ぶ機会を与えていただいただけではなく、日本における今後の議論
のための数多くのきっかけを与えていただいたことに心からの敬意を表した
い。
―みやした　しゅういち・中央大学法科大学院教授―
東洋法学　第61巻第 2号（2017年12月）
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